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平成２５年度予算について 

１ 平成２５年度下水道事業会計予算の状況 

下水道事業会計予算の状況は、表１のとおりである。

表1

（単位：百万円、％）

(A) (B)

収  入 22,882 △ 0.6 23,026 △ 0.2 △ 144

支  出 22,026 1.1 21,780 △ 0.1 246

収  入 12,952 △ 5.7 13,732 4.4 △ 780

支  出 22,763 △ 2.0 23,217 2.5 △ 454

44,789 △ 0.5 44,997 1.3 △ 208

資本的収支

支  出  合  計

区      分
平成２５年度

増減率

増減額

(A)-(B)

平成２４年度

収益的収支

増減率

 

① 基本的な考え方 

 平成２５年度は、安全・安心のまちづくり実現に向け、道路陥没等の未然  

防止と流下機能を確保するため、管渠の更新改良及び耐震化を行うとともに、  

浄化センター及びポンプ場の機能を保持するため、設備の更新改良を行うほ  

か、防災対策としてマンホールトイレの設置を行う。  

また、浸水対策として、局地的な集中豪雨などによる浸水被害を軽減する 

ため、雨水管渠などの整備を行うほか、引き続き市民による防水板設置の費   

用を一部助成する。  

さらに、良好な水環境を整えるため、中央浄化センターにおいて高度処理  

施設の実施設計を行うとともに、合流式下水道のきょう雑物流出対策を進め  

るほか、汚水管を整備し、未普及地域の解消に努める。  

このほか、温室効果ガス削減のため、汚泥処理過程で発生する消化ガスの  

有効利用として、南部浄化センターにおいて汚泥消化タンク及びガスホルダ  

の整備を進める。  

浄化センターの維持管理業務については、引き続き包括的民間委託を行う。  

なお、下水道事業の運営については、より一層の経費の節減と管理の効率  

化を図り、健全な下水道経営に努める。 

 

 

 

<資料１> 

 

 

② 業務の予定量 

 本年度は、汚水処理世帯数４０９，４５８世帯、総処理水量は１億２，７４７万  

４，７７５立方メートルを予定している。この結果、１日平均処理水量は、３４万  

９，２４６立方メートルとなっている。  

また、主要な建設改良事業については、管渠整備事業費４４億３，９００万円、  

ポンプ場整備事業費１１億２，８００万円、処理場整備事業費２０億７ ,４００万円と

なっている。 

 

③ 収益的収入及び支出 

 収益的収入については、下水道使用料などの営業収益２２５億６，９００万円、  

他会計補助金などの営業外収益３億１，３００万円、合計２２８億８，２００万円 

で増減率０．６％減となっている。  

収益的支出については、管渠費、ポンプ場費、処理場費などの営業費用１５８億  

６，７００万円、企業債利息などの営業外費用等６１億５，９００万円、合計２２０

億２，６００万円で増減率１.１％増となっている。 

 

④ 資本的収入及び支出 

資本的収入については、建設改良費に充当する企業債９２億８，６００万円、  

国庫補助金２７億９，２００万円、水洗便所普及事業収入など８億７，４００万円、

合計１２９億５，２００万円で増減率５．７％減となっている。   

資本的支出については、建設改良費８４億４，６００万円、施設利用負担金などの

固定資産購入費５,４００万円、企業債償還金など１４２億６，３００万円、合計  

２２７億６，３００万円で増減率２．０％減となっている。  

 

 



　収益的収入及び支出

　　収　　　入
計画額に比べ予算額の

区　　　　分 　平成２５年度 　平成２４年度 対前年増減（ＡーＢ） 増減割合 対前年増減理由 中長期経営計画額 増減（Ａ－Ｄ） 増減割合 対計画増減理由

当初予算額（Ａ） 当初予算額（Ｂ） （Ｃ） （Ｃ/Ｂ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｅ/Ｄ）

千円 　　 　 　  千円 　　　　　　　千円 　　　 　 　％ 　　　  　　 千円 　　　  　　 千円 　　　 　 　％

01 下水道事業収益 22,881,736 23,026,011 △ 144,275 △ 0.6 23,530,642 △ 648,906 △ 2.8

　01 営業収益 22,569,149 22,874,254 △ 305,105 △ 1.3 23,346,167 △ 777,018 △ 3.3

　　01 下水道使用料 13,885,100 13,865,000 20,100 0.1 賦課件数の増による使用料増(2,267千件→2,278千件) 13,737,117 147,983 1.1 有収水量の増（96,602千㎥→97,637千㎥）

　　02 他会計負担金 8,649,652 8,975,208 △ 325,556 △ 3.6
雨水処理負担金の減(△296,582)
雨水分の資産減耗費及び支払利息減少による減 9,594,190 △ 944,538 △ 9.8 雨水分の減価償却費、利息等の対象費用の減

　　03 その他営業収益 34,397 34,046 351 1.0 14,860 19,537 131.5 水道料金徴収事務負担金の増(24,173)

　02 営業外収益 238,788 151,754 87,034 57.4 184,475 54,313 29.4

　　01 受取利息及び配当金 1 1 0 0.0 1 0 －

　　02 他会計補助金 120,000 117,000 3,000 2.6 124,503 △ 4,503 △ 3.6

　　03 雑収益 118,787 34,753 84,034 241.8 東電賠償金収入の増(82,222)、下水道使用料の延滞金収入の増(5,031) 59,971 58,816 98.1 東電賠償収入の増(82,222)

　03 特別利益 73,799 3 73,796 著増 0 73,799 －

　　01 固定資産売却益 1 1 0 0.0 0 1 － 計画では見込んでいない。

　　02 過年度損益修正益 73,797 1 73,796 著増 東電賠償金収入の増(73,797) 0 73,797 － 計画では見込んでいない。

　　03 その他特別利益 1 1 0 0.0 0 1 － 計画では見込んでいない。

　　支　　　出
計画額に比べ予算額の

区　　　　分 　平成２５年度 　平成２４年度 対前年増減（ＡーＢ） 増減割合 対前年増減理由 中長期経営計画額 増減（Ａ－Ｄ） 増減割合 対計画増減理由

当初予算額（Ａ） 当初予算額（Ｂ） （Ｃ） （Ｃ/Ｂ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｅ/Ｄ）

　　　     千円 　　　    　千円  千円 ％ 　　　千円 　　    　　 千円 ％

01 下水道事業費用 22,025,940 21,780,335 245,605 1.1 22,576,267 △ 550,327 △ 2.4

　01 営業費用 15,866,545 15,158,849 707,696 4.7 15,351,097 515,448 3.4

　　01 管渠費 261,737 253,872 7,865 3.1 委託料の増(21,136) 250,122 11,615 4.6 計画ではH21予算と同額

　　02 ポンプ場費 908,134 875,071 33,063 3.8 包括的維持管理委託等の委託料の増(50,397) 827,745 80,389 9.7 浄化センターの包括的民間委託の増

　　03 処理場費 2,213,771 1,790,323 423,448 23.7 包括的維持管理委託等の委託料の増(392,423) 1,643,730 570,041 34.7 浄化センターの包括的民間委託の増

　　04 検査指導費 34,033 36,981 △ 2,948 △ 8.0 44,415 △ 10,382 △ 23.4 計画ではH21予算と同額

　　05 貸付助成費 12,282 16,200 △ 3,918 △ 24.2 34,179 △ 21,897 △ 64.1 計画ではH21予算と同額

　　06 業務費 2,940,301 2,684,352 255,949 9.5 印旛沼流域下水道維持管理負担金の増(244,290) 2,660,095 280,206 10.5 印旛沼流域下水道維持管理負担金の増

　　07 総係費　 111,692 109,813 1,879 1.7 135,149 △ 23,457 △ 17.4 計画ではH21予算と同額

　　08 給与費 625,103 688,000 △ 62,897 △ 9.1
職員数の減72(8)人→70(6)人
(　）再任用短外数 815,296 △ 190,193 △ 23.3 計画ではH21予算の90人→25予算70人

　　09 減価償却費 8,560,355 8,347,879 212,476 2.5 Ｈ24年度南部浄化センターＣ系水処理施設稼働による増
(145,397)

8,718,169 △ 157,814 △ 1.8 H22の中央雨水ポンプ場の耐用年数見込みの修正

　　10 資産減耗費 199,137 356,358 △ 157,221 △ 44.1 雨水ポンプ場等の施設廃止の減 222,197 △ 23,060 △ 10.4

　02 営業外費用 6,051,825 6,513,613 △ 461,788 △ 7.1 7,088,354 △ 1,036,529 △ 14.6

　　01 支払利息及び企業債取扱諸費 5,834,252 6,313,639 △ 479,387 △ 7.6 高利借入債の償還が進んだことによる 6,990,486 △ 1,156,234 △ 16.5 企業債の繰上償還による減

　　02 繰延勘定償却 11,343 11,060 283 2.6 4,960 6,383 128.7

　　03 消費税及び地方消費税 206,230 188,914 17,316 9.2 92,908 113,322 122.0

　　04 雑支出 0 0 0 0 0

　03 特別損失 97,570 97,873 △ 303 △ 0.3 136,816 △ 39,246 △ 28.7

　　01 過年度損益修正損 90,570 90,790 △ 220 △ 0.2 135,489 △ 44,919 △ 33.2 計画ではH18調定額の1％を見込んでいた。

　　02 その他特別損失 7,000 7,083 △ 83 △ 1.2 1,327 5,673 427.5

  　03 固定資産売却損 0 0 0 0 0

　04 予備費 10,000 10,000 0 0.0 0 10,000 －

　　01予備費 10,000 10,000 0 0.0 0 10,000 －

予　　　　　　　算　　　　　　　額

予　　　　　　　算　　　　　　　額
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　資本的収入及び支出
　　収　　　入

計画額に比べ予算額の

区　　　　分 　平成２５年度 　平成２４年度 対前年増減（ＡーＢ） 増減割合 対前年増減理由 中長期経営計画額 増減（Ａ－Ｄ） 増減割合 対計画増減理由
当初予算額（Ａ） 当初予算額（Ｂ） （Ｃ） （Ｃ/Ｂ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｅ/Ｄ）

千円 　　　     　千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　％ 　　　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　　％

01 資本的収入 12,951,964 13,731,588 △ 779,624 △ 5.7 14,975,000 △ 2,023,036 △ 13.5

　01 企業債 9,286,000 9,513,000 △ 227,000 △ 2.4 11,339,000 △ 2,053,000 △ 18.1

　　01 建設企業債 4,541,000 5,091,000 △ 550,000 △ 10.8 事業費の減 7,101,000 △ 2,560,000 △ 36.1 計画に比べ事業費の減による。

　　02 流域下水道負担金債 13,000 28,000 △ 15,000 △ 53.6 事業費の減 0 13,000 － 計画では建設企業債に含めている。

　　03 資本費平準化債 4,710,000 4,352,000 358,000 8.2 建設企業債元金償還が増えたため。 4,238,000 472,000 11.1 計画に比べ償還金が増、減価償却費が減したため。

　　04 災害復旧債 22,000 42,000 △ 20,000 △ 47.6 事業費の減 0 22,000 -

　02 他会計出資金 256,037 201,298 54,739 27.2 281,000 △ 24,963 △ 8.9

　　01 一般会計出資金 256,037 201,298 54,739 27.2 資本費平準化債元金償還金のうち雨水相当分の増 281,000 △ 24,963 △ 8.9

　03 補助金 2,792,363 3,713,245 △ 920,882 △ 24.8 3,305,000 △ 512,637 △ 15.5

　　01 国庫補助金 2,792,363 3,713,245 △ 920,882 △ 24.8 補助事業費の減 3,305,000 △ 512,637 △ 15.5 計画に比べ補助事業費割合の減による。

　04 負担金 457,088 154,450 302,638 195.9 50,000 407,088 814.2

　　01 下水道整備負担金 21,711 21,746 △ 35 △ 0.2 16,000 5,711

　　02 一般会計負担金 435,377 132,704 302,673 228.1 緊急防災・減災事業に係る一般会計負担金の増 34,000 401,377 1,180.5 災害復旧事業、緊急防災・減災事業に係る負担金増

　05 水洗便所普及事業収入 32,061 53,709 △ 21,648 △ 40.3 0 32,061 －

　　01 企業債 1,000 10,000 △ 9,000 △ 90.0 0 1,000 － 計画では見込んでいない。

　　02 一般会計負担金 190 388 △ 198 △ 51.0 0 190 － 計画では見込んでいない。

　　03 貸付金収入 30,871 43,321 △ 12,450 △ 28.7 0 30,871 － 計画では見込んでいない。

　06 その他資本的収入 128,415 95,886 32,529 33.9 0 128,415 －

　　01 その他資本的収入 128,415 95,886 32,529 33.9 東京電力損害賠償金収入の増 0 128,415 － 計画では見込んでいない。

　　支　　　出
計画額に比べ予算額の

　平成２５年度 　平成２４年度 対前年増減（ＡーＢ） 増減割合 対前年増減理由 中長期経営計画額 増減（Ａ－Ｄ） 増減割合 対計画増減理由
区　　　　分 当初予算額（Ａ） 当初予算額（Ｂ） （Ｃ） （Ｃ/Ｂ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｅ/Ｄ）

　　　 　   千円 　　　    　千円 　　　　  　千円 ％ 千円 　 　千円 ％

01 資本的支出 22,762,720 23,216,964 △ 454,244 △ 2.0 25,115,000 △ 2,352,280 △ 9.4

　01 建設改良費 8,446,224 9,657,312 △ 1,211,088 △ 12.5 11,201,000 △ 2,754,776 △ 24.6

　　01 管渠布設費 4,438,807 3,172,840 1,265,967 39.9 排水施設工事、改良工事等の増 （予算と同じ区分をしていないため内訳の比較はなし）

　　02 ポンプ場建設費 1,128,187 1,370,714 △ 242,527 △ 17.7 寒川雨水、都、黒砂ポンプ場等更新工事の減

　　03 処理場建設費 2,074,059 4,188,081 △ 2,114,022 △ 50.5 南部浄化センターＣ系水処理機械設備工事等の減

　　04 計画認可費 54,488 60,369 △ 5,881 △ 9.7 長寿命化計画策定業務委託等の減

　　05 災害復旧費 76,600 142,300 △ 65,700 △ 46.2 家屋復旧調査委託及び家屋等被害補償等の減

　　06 給与費 674,083 723,008 △ 48,925 △ 6.8 職員数の減78(2)人→75(2)人（　）再任用短外数 給与費：計画ではH21予算の94人→25予算75人。

　02 固定資産購入費 54,074 58,316 △ 4,242 △ 7.3 0 54,074 －

　　01 用地購入費 0 4,238 △ 4,238 皆減 0 0 －

　　02 車両運搬具購入費 688 0 688 皆増 0 688 － 計画では建設改良費に含む。

　　03 施設利用負担金 53,386 54,078 △ 692 △ 1.3 流域下水道建設負担金の減 0 53,386 － 計画では建設改良費に含む。

　03 償還金 14,210,897 13,439,874 771,023 5.7 13,914,000 296,897 2.1

　　01 企業債償還金 14,210,897 13,439,874 771,023 5.7 企業債償還金及び資本費平準化債の増 13,914,000 296,897 2.1 繰上償還により、元金割合が増加

　　02 その他償還金 0 0 0 - 0 0 －

　04 水洗便所普及事業費 39,890 55,200 △ 15,310 △ 27.7 0 39,890 －

　　01 貸付金 39,890 55,200 △ 15,310 △ 27.7 0 39,890 － 計画では見込んでいない。

　05 国庫補助金返還金 11,635 6,262 5,373 85.8 0 11,635 －

　　01 国庫補助金返還金 11,635 6,262 5,373 85.8 談合事件による国庫補助金償還金の増 0 11,635 － 計画では見込んでいない。

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額 、損益勘定留保資金等で補てんするものとする。

予　　　　　　　算　　　　　　　額

予　　　　　　算　　　　　　額
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２　平成２５年度予算における重点事務事業

(1) 下水道施設の更新・改良 3,368,300千円 (4) 高度処理化の推進 220,500千円

　下水道の機能を適正に維持するため、施設の更新・改良を行う。

① ポンプ場・浄化センター設備の更新

・中央浄化センター 中央浄化センター

・南部浄化センター 再構築実施設計

・神明、黒砂、高洲第二、ひび野、若葉、大椎、蘇我雨水、

　村田雨水ポンプ場 (5) 合流式下水道の改善 885,800千円

② 管渠の改良

・改良工事

院内、新千葉、登戸、長洲、富士見、本町、松波、黒砂、黒砂台、 きょう雑物流出対策 7か所

轟町、幸町　外 増補管布設 2,602ｍ

管渠延長 ｍ

(6) 汚水処理施設の整備 300,176千円

(2) 下水道施設の耐震化 1,353,050千円

汚水管の整備

① 管渠の耐震化 生実町、武石町、六方町、桜木、みつわ台、大金沢町、越智町、

・耐震化工事 椎名崎町、大膳野町、古市場町、誉田町

院内、寒川町、松波、黒砂、黒砂台、轟町、磯辺、高洲、高浜、

ひび野、幕張西、真砂、美浜　外 (7) 資源及び施設の有効利用 658,627千円

管渠延長 ｍ

② マンホールトイレ設置

・設置工事　　　 南部浄化センター

生浜西小、寒川小、星久喜小、さつきが丘東小、幕張小、都賀小、 ガスホルダ機械設備工事

宮野木小、大宮小、みつわ台南小、有吉小、越智小、稲浜小 　平成25年度～平成26年度継続　総事業費　630,000千円

汚泥消化タンク機械電気設備更新工事

(3) 雨水対策の推進 890,500千円 再生可能エネルギーの利活用基本設計

消化ガス発電設備実施設計

① 雨水整備 (8) 上下水道料金徴収事務

寒川町、神明町、高品町、松波、武石町、稲毛、古市場町、誉田町　外 　上下水道料金の徴収事務委託

管渠延長 ｍ 　　県水道給水区域の下水道料金徴収事務

② 浸透施設 　　市水道給水区域の上下水道料金徴収事務

轟町

③ 助成制度 (9) 浄化センター等包括的維持管理 2,276,987千円

防水板設置工事助成 　中央浄化センター、南部浄化センター及びポンプ場維持管理

　局地的な集中豪雨などによる浸水被害を軽減するため、雨水管渠などの整備
を行うほか、市民による防水板設置費用の一部を助成する。

392,175千円

1,772

8,086

　東京湾の水質保全と良好な水環境の達成を図るため、高度処理施設の整備
を進める。

　雨天時の未処理下水やゴミなどの流出による公共水域の汚濁を防止するた
めの対策を行う。

　快適な市民生活に寄与するため、汚水管渠を整備する。
（汚水処理普及率 97.3％）　大地震発生時における下水道の機能を確保するため、管渠の耐震化を行うと

ともに、避難所となる小学校にマンホールトイレを設置する。

12,100 　温室効果ガス排出量の削減を図るため、汚泥処理過程で発生する消化ガス
を有効利用する。
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３　資金収支における中長期経営計画と25年当初予算比較
資金収支
　　収　　　入 　　（税込）　（単位：千円）

　平成２５年度 中長期経営計画額 計画額に比べ予算額の

区　　　　分 当初予算額 （税込） 増減（Ａ－Ｂ） 増減割合 対計画増減理由
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｃ/Ｂ）

　　 下水道使用料 13,885,100 13,737,118 147,982 1.1 有収水量の増（96,602千㎥→97,637千㎥）

　　 他会計負担金 9,085,029 9,628,190 △ 543,161 △ 5.6 雨水分の減価償却費、利息等の対象費用の減

　　 他会計補助金 120,000 124,503 △ 4,503 △ 3.6

　　 他会計出資金 256,037 281,000 △ 24,963 △ 8.9

　　 特別利益 73,799 0 73,799 - 計画では見込んでいない。

　　 企業債 9,286,000 11,339,000 △ 2,053,000 △ 18.1

　　 　　建設企業債 4,576,000 7,101,000 △ 2,525,000 △ 35.6 計画に比べ事業費の減による。

　　 　　資本費平準化債 4,710,000 4,238,000 472,000 11.1 計画に比べ償還金が増加し、減価償却費が減少したため。

　　 国庫補助金 2,792,363 3,305,000 △ 512,637 △ 15.5 計画に比べ補助事業費の減による。

　　 負担金 21,711 16,000 5,711 35.7

　　 水便普及事業収入 32,061 0 32,061 - 計画では見込んでいない。

　　 その他 281,599 75,831 205,768 271.4 東電賠償収入の増

　　合　　計 35,833,699 38,506,642 △ 2,672,943 △ 6.9 △ 6.9

　　支　　　出
　平成２５年度 中長期経営計画額 計画額に比べ予算額の

区　　　　分 当初予算額 （税込） 増減（Ａ－Ｂ） 増減割合 対計画増減理由
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｃ/Ｂ）

　維持管理費 7,107,053 6,412,732 694,321 10.8

　　 管渠費 261,737 250,122 11,615 4.6 計画ではH21予算と同額

　　 ポンプ場費 908,134 827,745 80,389 9.7 浄化センターの包括的民間委託の増

　　 処理場費 2,213,771 1,643,730 570,041 34.7 浄化センターの包括的民間委託の増

　　 検査指導費 34,033 44,415 △ 10,382 △ 23.4 計画ではH21予算と同額

　　 貸付助成費 12,282 34,179 △ 21,897 △ 64.1 計画ではH21予算と同額

　　 業務費 2,940,301 2,660,095 280,206 10.5 印旛沼流域下水道維持管理負担金の増

　　 総係費　 111,692 135,149 △ 23,457 △ 17.4 計画ではH21予算と同額

　　 給与費 625,103 817,297 △ 192,194 △ 23.5 計画ではH21予算の90人→25予算70人

　資本費 20,015,149 20,874,486 △ 859,337 △ 4.1

　　 支払利息及び企業債取扱諸費 5,804,252 6,960,486 △ 1,156,234 △ 16.6 企業債の繰上償還による減

　　 企業債償還金 14,210,897 13,914,000 296,897 2.1 繰上償還により、元金割合が増加

　　 特別損失 97,570 136,816 △ 39,246 △ 28.7 計画では過年度損益修正損をH18調定額の1％と見込んでいた。

　　 建設改良費 8,446,224 11,201,000 △ 2,754,776 △ 24.6

  　 固定資産購入費 54,074 0 54,074 - 計画では建設改良費に含む。

  　 水洗便所普及事業費 39,890 0 39,890 - 計画では見込んでいない。

  　 消費税納税額 206,230 93,908 112,322 119.6
　　その他 51,635 30,000 21,635 72.1 国庫補助返還金(11,635)を計画では見込んでいない。

　　合　　計 36,017,825 38,748,942 △ 2,731,117 △ 7.0

　　収　　支 △ 184,126 △ 242,300 58,174 △ 24.0

　平成２５年度 中長期経営計画額 計画額に比べ予算額の

区　　　　分 当初予算額 増減（Ａ－Ｂ） 増減割合 対計画増減理由
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｃ/Ｂ）

当年度純利益（税抜き） 647,096 633,000 14,096 2.2
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               ＜資料３＞ 

 

部会の設置について 

 

１ 設置目的 

   千葉市下水道事業経営委員会設置条例第７条により、「特別な事項を審議 

するため必要があるときは、部会を置くことができる。」となっており、第

３期中央・南部浄化センター等包括的維持管理を総合評価一般競争入札で行

う場合、地方自治法施行令において、「落札者決定基準及び落札者を決定す

る際に二人以上の学識経験者の意見を聞かなければならない。」とされてい

るため部会を設置する。 

 

２ 審議内容 

（１）部会長・副部会長の選任について 

 （２）第３期中央・南部浄化センター等包括的維持管理・落札者決定基準等 

について 

   

３ 部会委員の選任方法 

   千葉市下水道事業経営委員会設置条例第７条第２項により、部会は、委 

員長が指名する委員で組織される。 

  

４ 開催スケジュール 

   平成２５年 ９月 第１回部会開催 

   平成２６年１２月 第 2 回部会開催 

   

５ 部会の名称について 

   千葉市下水道事業包括的維持管理審査部会（仮称） 



放射性ｾｼｳﾑ

計

平成24年 4月 4日 1,100 1,500 2,600

平成24年 4月18日 1,300 1,700 3,000

平成24年 5月 9日 1,100 1,500 2,600

平成24年 5月23日 1,000 1,600 2,600

平成24年 6月 6日 1,100 1,600 2,700

平成24年 6月20日 1,100 1,600 2,700

平成24年 7月 4日 1,200 1,900 3,100

平成24年 7月18日 1,100 1,700 2,800

平成24年 8月 1日 760 1,100 1,860

平成24年 8月16日 1,100 1,700 2,800

平成24年 8月29日 870 1,400 2,270

平成24年 9月12日 920 1,600 2,520

平成24年 9月26日 930 1,500 2,430

平成24年10月10日 970 1,600 2,570

平成24年10月24日 790 1,300 2,090

平成24年11月 7日 1,200 2,000 3,200

平成24年11月21日 550 940 1,490

平成24年12月 5日 570 900 1,470

平成24年12月19日 420 760 1,180

平成25年 1月 9日 450 770 1,220

平成25年 1月23日 340 610 950

平成25年 2月 6日 360 640 1,000

平成25年 2月20日 340 660 1,000

　平成２３年５月中旬から、セメント原料化及び人工軽量骨材化については搬出を中止し、

全量埋立処分していたが、平成２４年２月１日から処分場の都合により搬出が中止となり

以降場内で保管している。

　平成２５年１月２５日から処分場が再開されたため埋立処分を開始した。

平成25年1月25日

までの保管量

２,１６３ ｔ 保管分　４００ ｔ １,７６３ ｔ ※

発生分　４００ ｔ

※保管残量は、平成２５年度発生分と共に搬出を予定している。

1

平成２５年３月末

までの運搬量

平成２５年３月末

までの保管残量

１３７

２.　焼却灰の保管及び処分状況について

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

南部浄化センター　測定結果　（単位：ベクレル／ｋｇ）

試料採取日 試料名
放射性ｾｼｳﾑ 放射性ｾｼｳﾑ

１３４

＜資料４＞

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

汚泥焼却灰

下水汚泥等の放射性物質の測定結果等について

１.　下水汚泥等の放射性物質の測定結果について



上下水道料金の徴収一元化について

Ⅰ 基本方針

　千葉県水道局と千葉県給水区域１１市で構成される「徴収一元化協議会」で徴収一元化の実施に
　向け協議を進める。

Ⅱ　一括徴収のメリット

　・支払いや届出が一度で済む（利用者の利便性向上）
　・下水道使用料の収納率が水道並みになる。（収納率の向上）
　・納付書発送費用などの経費削減になる。（コスト削減）

Ⅲ　徴収一元化の会員市

　県水道局と県水道局区域内１１市（千葉市、船橋市、市川市、松戸市、鎌ヶ谷市、浦安市
　習志野市、市原市、成田市、印西市、白井市）の１２団体

Ⅳ　協議の検討経過と今後の対応について

（１） 協議の検討経過

　　

　　

　・平成２４年11月　　  第２回徴収一元化協議会の開催
23年度決算に基づく、各市の徴収単価及び導入による歳入の増加額に
ついて調査を実施した。

　・平成２５年１月　　  第３回徴収一元化協議会総務部会の開催
現行業務を項目ごとに分け、各市で詳細を検討する。また、今後のシステム
開発に向け、システム部会を立上げ協議をしていく。

（２） 今後の対応

　【参　考】 徴収一元化の導入効果額（Ｈ．２３年度決算を基礎に算定） （単位：千円）

2

実績（収納額）
５月末収納率：98.3％

収納率が千葉県水道局と同じ
になった場合(収納率：99.8％）

差額（効果
額）

徴収一元化の対象となるエリア等について協議をした。

　・平成２４年８月　　  第２回徴収一元化協議会総務部会の開催
11市からは、徴収業務委託内容や委託単価等の状況報告、県水道局

 元化の費用対効果など検討項目を抽出し、専門部会で検討していく。

からは徴収システムの概況説明があった。

 ・ 各団体の現状把握、委託内容、委託単価、システム改修等種々の調査回答事項を踏まえて、
 早期の徴収一元化の導入に向け、新たな徴収システムの構築、徴収委託単価の算出、徴収一

　・平成２４年５月　　　千葉県水道局と習志野市を含めた12団体で、徴収一元化に特化した

　・平成２４年６月　   第１回徴収一元化協議会総務部会の開催

現年度 11,457,716 11,434,80011,262,934 171,866

「徴収一元化協議会」（会長：千葉市）を設立した。

調定


